
別紙１ リスク分担表 

 

 

（○：主分担、△：従分担） 

段階 リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

組合 事業者 

共通 募集書類 入札説明書等の誤り、内容の変更等によるも

の 
○  

 応募費用 応募に必要な費用  ○ 

 契約締結 契約の未締結、契約締結遅延等によるもの △ △ 

 法令等の変更 

（許認可、税制を

除く） 

本事業に直接影響を及ぼす法令等の新設・変

更によるもの ○  

  上記以外の法令等の新設・変更によるもの  ○ 

 許認可 組合の帰責事由による許認可取得の遅延に関

するもの 
○  

  上記以外の許認可取得の遅延に関するもの  ○ 

 税制変更 本事業に直接影響を及ぼす税制度（消費税等

を含む）の変更によるもの 
○  

  上記以外の税制度（法人税、法人事業税等を

含む）の変更によるもの 
 ○ 

 住民対応 施設の設置そのものに対する住民反対運動・

訴訟・要望等に関するもの 
○  

  上記以外のもの(調査・計画・工事に関する住

民反対運動・訴訟・要望等に関するもの) 
 ○ 

 環境問題 事業者の業務（設計・建設・維持管理等）に起

因する環境問題の発生等によるもの 
 ○ 

 第三者賠償 組合の帰責事由による事業期間中の事故によ

るもの 
○  

  事業者の帰責事由による事業期間中の事故に

よるもの 
 ○ 

 物価変動 施設整備費に相当する部分の変動費用 △＊1 ○ 

  維持管理等に相当する部分の変動費用 ○ △＊2 

 金利変動 金利変動によるもの △ △＊3 

 資金調達 必要な資金の確保に関するもの  ○ 



段階 リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

組合 事業者 

 不可抗力 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、落

盤、火災、騒乱、暴動その他の公共又はＰＦＩ事

業者のいずれの責めにも帰すことのできない

自然的又は人為的な現象をいう。）による損害 

 

△ △＊4 

 事業の中止・延

期・遅延 

組合の帰責事由による事業の中止・延期・遅

延によるもの 
○  

  事業者の帰責事由による事業の中止・延期・

遅延（事業放棄・破綻等）によるもの 
 ○ 

計画・設計 測量・調査 組合が提示した測量・調査資料に関するもの ○  

  事業者が実施した測量・調査に関するもの  ○ 

 設計変更 組合の提示条件・指示の不備、変更によるも

の 
○  

  事業者の指示・判断の不備によるもの  ○ 

 設計遅延 組合の帰責事由による設計工期の遅延による

もの 
○  

  事業者の帰責事由による設計工期の遅延によ

るもの 
 ○ 

 要求水準未達 要求水準で定める水準が確保できていない場

合に生じる追加費用等の損害 
 ○ 

建設 用地の確保 建設予定地の確保に関するもの ○  

 用地の瑕疵 組合が事前に提示した資料等により通常予測

可能な用地の瑕疵に関するもの 
 ○ 

  上記以外の予測できない用地の瑕疵に関する

もの 
○  

 工事遅延 工事の完成が契約よりも遅延若しくは完工しな

い場合の損害 
 ○ 

 工事費増大 組合の帰責事由によるもの ○  

  事業者の帰責事由によるもの  ○ 

 要求水準未達 施設完成後に組合の検査で要求性能に不適

合の部分、施工不良部分が発見された場合の

修復費用 

 

 ○ 



段階 リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

組合 事業者 

維持管理 運営開始の遅延 組合の帰責事由によるもの ○  

  事業者の帰責事由によるもの  ○ 

 維持管理費の変

動 

組合の帰責事由による維持管理費（修繕更新

を含む）の増大 
○  

  上記以外の要因による維持管理費（修繕更新

を含む）の増大 
 ○ 

 施設等の損傷 組合の帰責事由によるもの ○  

  事業者の帰責事由によるもの  ○ 

 要求水準未達 事業者の行う業務の内容が事業契約書等に

定める水準に達しないことによるもの 
 ○ 

 

＊1 建設費用の物価変動に伴う改定を行うことを予定している。詳細は入札公告時に示す。 

＊2 維持管理費用の物価変動リスクは主として組合が負担するものとし、毎年サービス購入料の改定を行

う。詳細は入札公告時に示す。 

＊3 供用開始後 10年目に基準金利の見直しを予定している。 

＊4 一定割合等に対応するものについては事業者負担、それ以外は組合の負担とする。詳細は入札公告時

に示す。 

 


